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要 旨 ： 静岡県に 実在す る壁式鉄筋 コ ン ク リ
ー

ト造共 同住 宅 の うち代表 的なプ ラ ン を有 す る

建 物を対象 として ，耐震診断お よび 静的漸増載荷解析 を実施 し，さ らに地盤 との 相互 作用

効 果 を考慮 した地震応 答解析を実施す る こ とに よ り，対象建物 の 耐震性能 を把握 しそ の 安

全性 を検討 し た 。
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1． は じめ に 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　び 2 階の ls値は ，　 Isを決定 し た 際 の F 値 （以下

　壁式鉄 筋 コ ン ク リ
ー

ト造 （以下，壁式 RC 造）　 Fu と示す）は 1．0 で あ り，各 々 O．83 ，
0．87 で あ

建物 の被害は ， 1995年兵庫県南部地震等 に お い 　　 っ た。こ れ らの 値は静岡県 で独 自に定め られ て

て もあま り確認 されず ， また被害を被 っ た 場合　　い る耐震判定指標値（ET＝0．95）を満足 して い ない 。

で も大半 は 比 較的軽微 で あ っ た 。 しか し ， 想 定　　また ， 静岡県内 に お い て 1957〜1982年度に 建設

東海地震 に代表 され る 巨大地震 で は よ り 広範囲 　　され た 2 〜 5 階建 の 既 存壁式 RC 造共 同住宅 136

に大 きな入力 が予想 され，既存壁式 RC 造建物　　棟 の 1 階 の 壁量 と Is値 の 関係 を示 した図 一2 に

の 耐震性能を正 確に把握 しそ の 安全性 を評価す　　 お い て ，建物 A は比較的耐震性 能の 低 い グ ル ー

る必要 がある。　　　　　　　　　　　　　　　 プ に属 して い る
2）
。

　そ こ で 筆者 らは ， 静岡県 に実在す る壁式 RC

造 共同住宅 の うち代表的なプ ラ ン を有する建 物 c

を対象に ，まず静的漸増載荷解析 を行 い ，架構

の 破壊形式等を考慮 し た静的な耐震性能 の 検討 BS

を行 っ た 。次に地盤 との 相互 作用 効果 を考慮 し
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 A

た地震応答解析に よる耐震性能 の 検討 を行 っ た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　 　 　　   　 　　 　   　 　 　　 φ
2． 検討 対象建物の概 要
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 図一1　建物 A の基準階平 面 図 （

一
部）

　検討 対象建物 は 1957〜1982 年度 に 静岡県内
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2．0
で 建設 され た 2〜5 階建 の 壁 式 RC 造共同住宅
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 】．8
136 棟の うち，代表的なプ ラ ン を有する地上 4
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 豆．5

階，桁行長 さ 41．22m ，梁 間 長 さ 6．57m ， 軒 高

11．60m の 1965年度 に建設 され た建物 （以下 ， 建

物 A ）と し た 。 図一1 に 基準階平面を示す。

　次に 建物 A を対象 に
， 第 2 次診断 法

1）
に基 づ

く耐 震診断 を実施 した 。 表
一1 に桁行 方 向の第 2

次診 断結果 を示す 。建 物 A の 桁 行方 向 1 階お よ
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一2　 1 階の 壁量と IS値の 関係
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表一1　建物 A の 第 2 次診断結果

階 桁 行 方 向

Is CTU × SD Fu

4 1、62 1，08 1．50
3 1，17 1．04 1．15
2 0．87 0，88 LOO
10 ，83 0．85 1、00

3． 常時微動測定

　次に，対象建物の基本的な動的振動性状を把

握する こ と を目的 と し て 筆者 らが文献 3）で 実施

した 常時微 動測 定の 結果 を示 す。

3．1　 ス ウ ェ イ率 および ロ ッ キ ン グ率の算定

　表一2 に，建 物 A の ス ウェ イ 率お よび ロ ッ キ

ン グ率を振幅比 か ら算定 し た結果を示す。

表
一2　ス ウ ェ イ率 お よび ロ ッ キ ン グ率

梁間
S R 100− S− R

12．8％ 58．3％ 28．9％

桁 行
S 100− S

52．3％ 47．7％

※表 中 S は ス ウェ イ率 ，R は ロ ッ キ ン グ率を示す

3．2　卓越周 期の推定

　表一3 に建物 A の 卓越周期 の 推定結果 を示 す。

なお ， 桁行 方向 に つ い て は， ロ ッ キ ン グ成分の

分離が で きな か っ たた め ， TFIxを算出 で きなか

っ た 。 また ， 周 辺 地盤 の 卓越周 期は ， HIV ス ペ

ク トル に よ り O．6 秒程度 と推 定 され た。

表 一3　卓越周期一覧

TF
【κ＋S ＋R THX ＋R T皿 x

梁 問 0．24s 0．23s 0．L3s

桁 行 0，21s o，14s 一

4．架構の 破壊形式等 を考慮 した耐震性 能 の 評 価

　建 物 A の 静的 な耐 震性 能 を よ り詳細 に検討 す

る た め，まず平面 フ レ
ーム 静的漸増載荷解析 を

実施 し， 次 にそ の 結果 を参考 に第 3 次診断法に

準じた方法 （以 下，準 3 次診断法）に よ っ て ，

耐 震性 能 の 検討 を行 っ た 。

4．1　 静的漸増載荷解析

（1） 建物の モ デル 化 および解析方法

　弾塑性 バ ネを用 い た部材モ デ ル に よ lj　，対象

建 物を図
一3 の よ うにモ デル 化 した 。 各 バ ネ の

復元 力特性 は Tri−linear型 とし，文献 4）に従い ，

復元力を決定す る諸量を求 めた。た だ し，壁部

材 の 曲げ降伏耐 力お よび せ ん断 耐力に っ い ては，

加 力方 向に 直交する架構 の 耐力 の 寄与 を考慮 し

求 め
り

， 軸バ ネに っ い て は弾性 とした。曲げ剛

性に つ い て は ， 壁部材は 直交壁 の 寄与 を考慮 し

た。梁部材は ス ラブ の 寄与を考慮 し，梁の片側

に ス ラ ブ が 付随す る も の は 曲げ剛性 を梁単体 の

1．5 倍，両側 に付 随す る も の は 2．0 倍 に増大 させ

た 。各階 の ス ラ ブ は 剛床，基 礎は 固定 と仮定 し，

Ai 分布外力に よ る静的漸増載荷解析を行 っ た 。

また解析 に際 し ， 梁 の 曲げ耐力 お よびせ ん 断耐

力 に対す る ス ラブ の 協力幅 を lm とした モ デル

（以 下 モ デ ル D と ， 協力 幅 を全幅 と した モ デ

ル （以 下モ デ ル 2）の 2 ケ
ー

ス を検討 した。

図
一3　部 材 モ デル 概念図

（2） 静的漸増載荷解析結果

　図
一4 に モ デル 1 お よび モ デ ル 2 の 各階 の 層

せ ん 断カー層間変形関係を，また図中に，各モ

デ ル が崩壊メカ ニ ズ ム を形成 した 時点にお ける

各層の 層問変形角お よび層せん 断力を プ ロ ッ ト

した。こ こ で崩壊メ カ ニ ズ ム は，1 階 の 全 て の

壁 脚 に 降伏 ヒ ン ジが発生 し た 時 点 （1 階 の 層 間

変形角は モ デル 1 で 1／244 ，モ デル 2 で 11189）

と して 定義 した。図 一5 に 1 階にお け る第 2 次

診断の 結果 とモ デル 1お よび モ デ ル 2 の 静的漸

増載荷解析の 結果を ， 図
一6 に崩壊メカ ニ ズ ム

形成時に お ける B 構面の 降伏 ヒ ン ジ の 発生状況

をそれ ぞれ 示 し た
。

メ カ ニ ズ ム 時の ベ ー
ス シ ア

係 数は，第 2 次診 断時が 0．89， 静 的漸増 載荷解

析時 の モ デ ル 1 が O．81，モ デ ル 2 が 0．86 となっ

た ，
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4．2　準 3 次診断法に よる耐震性能の 検討

（1） 検討方法

　壁式 RC 造を対象と し た第 3 次診 断 は 開発 さ

れ て い な い た め，通 常の RC 造建築物 を対象 と

した第 3 次診 断 を参考に，以下 の 方法 に よ り架

構 の 破壊形式 等 を考 慮 した耐 震診 断 を行 っ た。

　検討対象を前節（1）に示 した モ デル 1お よび

モ デル 2 とし，壁及 び梁部材の 静的漸増解析に

お け る メ カ ニ ズ ム 時の モ
ーメ ン トと，シ ア ス パ

ン 比 を用 い て せ ん断 終局耐 力 を補正 り
し，部材

単体 と して の 靭性 指標 wF ，　 bF を求 めた
5）

。

　次に，反 曲点が部材外に ある壁 の靭性指標 F

は耐震診断基準
5）
にお ける壁 の F 値 の算定方法

に従 い
， 式（1）か ら求 め た

。

皺 翻
（1）

〔鑛 覊：躙
　反曲点 が部材内 にあ る壁 の 靭性指 標 F は耐震

診断基準
5）
に おけ る柱の F値 の 算定 方法 に従 い ，

10000

節点に集ま る梁及び 壁 の 終局時 の ヒ ン ジ状況か

ら判断 して ， wF ま た は bF を節点 の 靭性 指標 Fi

と し，壁部材 の靭性 指標 F を式（2）か ら求 めた 。

　　　鷙慧耐　　 

聯欝 灘黝謄 驚 ． 。 、〕
　強度指標 C は ，メ カ ニ ズ ム 時に お ける鉛 直部

材の せ ん 断力か ら算出 し，耐震判定指標値は ，

第 2 次診断時と 同 じ値（ET＝O．95）と し た。

（2） 準 3 次診断法 に よる検討結果

　準 3 次診 断法に よ り ， モ デ ル 1お よび モ デ ル

2 を対象に算出 した 各階の 耐震診断結果 を表一

4 に，1 階の C−F 図 を図
一7 に 示 し た 。そ の結果，

各 モ デ ル の IS値は，1 階で 最小 とな り ，
　 Fu を

1．27 とす る と，モ デ ル 1 で 0．95，モ デ ル 2 で 0．94

とな り，静 岡県の 耐震判定指標値（ET＝O．95）をほ

ぼ満足 した。なお，ス ラブ の 協力幅 を全幅有効

と した モ デ ル 2 の Is値 は モ デル 1 よ り僅 か に小

さい が
，
こ れ は モ デル 2 で は少数で あるも の の

，

F＝LO 以 降で せ ん 断破壊部材 に よ る 耐力低下 が

生 じて い る こ とに起因す る。

　 8coo
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　 図 一4　各階の 層せん 断 カー層間変形 関係
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一5　1 階の 層せ ん 断カー変形 関係

　 1、2

　 1．0

　 0．8

埋 0．60

　 0．4

　 0．2

　 0．0

モデ ル 1　二 葦靉諺鏨霍螽モ デル 1）

　 　 　 lFu＝ 1．D〔2次）

　　／
↓F
嬲　　ゴ　　　　

　 ノ　
ー−
i

！　 　 i
，　　　　 　　　　 　　　　 　

，

　 　 　 ・冒第 2次 診断轄果
モデル 2　 ＿恥 次 bEts 県〔モデ ル 2）

　 tFu＝1．0（2次）

　 ，｛　 1　F“
；1．27

　 　 　 　 （3次）
，t　　−，，

’

● 曲げ降伏 ヒ ン ジ　 X せ ん断 降伏 ヒ ン ジ （R＝1／254 で 発 生；

図
一6 メ カ ニ ズ ム 時 ヒ ン ジ状況図 （B 構面）
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　　　　 図一7　 1階桁行方向の C − F 図

一1215一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



Japan Concrete Institute 

NII-Electronic Library Service 

Japan 　 Conorete エnstitute

表一4 準 3 次診断結果

階 モ デル 1，桁行 方 向 モ デル 2，桁 行 方 向

IsCTU × SDFuIsCw × SDFu

4L40L ．13L27L49 置．201 ．27
3i ．190 ．95L271 ．261 ．Ol1 ．27
21 ，060 ，85L271 ，120 ．901 ．27
10 ．950 ．771 ．270 、940 ．761 ．27

5，地盤の 影響 を考慮 した地震応答解析に よる

　　耐震性能の 検討

　本 章で は ， 基礎を固定 と した モ デル とス ウェ

イ動 を考慮 した モ デ ル を対象に地震応 答解析を

実施 し，建物 A の 耐震性能の 検討を試みた 。

5．1 解析モ デル

（1） 基 礎 固定モ デ ル （Ftx モ デ ル ）

　履歴 特性 は Takedaモ デル を用 い
， 骨格 曲線は

静的漸 増載荷解 析 で 得 られ た モ デ ル 1 の 各層 の

層せ ん 断カー層間変形関係 を Tri−linear型 の復

元力特性に近似 し，図一8 の よ うに決定 し た 。

なお ，各層 の 層せん 断カ
ー

層 間変形 関係 は ，モ

デル 1 が ，
モ デル 2 よ りも ， 原 点 か ら崩 壊 メ カ

ニ ズ ム を形成 す る 点 まで の 履歴 面 積 が小 さい 。

そ の ため，本解析 で は，モ デル 1 を採用 して安

全側 に評価す る こ とと し た。
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図
一8　復元 力特性の決定方法

（2） ス ウ ェ イ モ デル （SW モ デル）

　静岡県内 の 第 1種，第 2種 健 物 A の 敷地 ）

お よび第 3種地盤をそれぞれ想定 し，（以下 SW1

モ デル
， SW2 モ デル

，
　 SW3 モ デル と表記）建築

基準法 で 定 め られ て い る 極 め て 稀に 発 生す る 地

震動 （安全限界）時にお ける地盤 の 非線形性を

考慮 して得 られ た地盤 の 特性 を用 い ， コ
ー

ン モ

デル に よ りス ウ ェ イ バ ネの 等価剛性及 び等価粘

性 減衰 を定めた
6）

。 表一5 に ス ウ ェ イ バ ネ の 検

討に用 い た地盤 の 諸 条件を ， 表一6 に SW モ デ

ル の 固有周期お よび ス ウェ イ バ ネの 等価粘性減

衰を示 す。本検討 に用 い た第 1種お よび第 2 種

地盤 におい て は，地表面付近の 弾性時における

せ ん 断 波速度が 工 学的基盤付近 と比 べ て か なり

小 さい ため ， 大地震時に地表面近 くの 地層が比

較的大 きく塑性 化す る 傾 向が あ る
一

方 ，第 3 種

地盤 の 地表面付近にお ける弾性時の せ ん 断波速

度 は ，工 学的基盤 付 近 と ほ ぼ変 わ らず ，大 地震

時に地表面近 くの 地層に塑性化が集 中しない傾

向が ある。地表面近 く の地盤の 剛性や減衰の影

響が 大 き く影響す る コ
ー

ン モ デル を用 い た た め
，

第 3種地盤 を想定 した SW3 の 固有周期 が最小 と

な っ た。基礎部 分 の 質量は ，（4）に示す 方法 か ら

算出 した。また SW1 〜SW3 モ デル の 上 部構造の

モ デル 化は FD くモ デル と同
一

と し た 。

（3） 解析モ デル の固有周 期

　建物 A の 桁行 方向 を対象 に実施 した 平面 フ レ

ー
ム 解析 か ら得 た骨格 曲線 の 初期剛 性 を用 い て

固有 周 期 を算出 した結 果，TFIx＝0．11（s）とな っ た 。

また 同様に，梁間方 向の 固有周期 に つ い て も算

出し た 結果，TFIx＝ O．11（s）とな り，常時微動測定

の 結果 か ら推定し た 梁間方向 の TFIx ＝ 0．13（S）と

概ね
一致した。また，建 物 A の 敷 地 内 で 実施 さ

れ た地 質調 査 の 結果を参考 に，国土交通省告示

第 387 号で 規定 された算定式 に よ る表層地盤の

1次卓越周期は 0，5 秒程度 とな り，HIV ス ペ ク ト

ル か ら推定 した周期 O．6 秒 と概ね
一致 した。

（4） ス ウ ェ イ モ デ ル の 基礎 質量の 算出

　ス ウ ェ イ モ デ ル に お け る 基 礎質量 は ，まず ，

常時微動測 定か ら推 定 され た TFIx．s．R お よ び

TFIx＋R を式（3）にそ れぞれ 代入 し，　Ts を算出す る c

次に ， 平面フ レ ーム 解析か ら得た骨格曲線 の初

期剛性 を用い て 算出 し た TF【x お よ び ，上記 の 方

法 で 算出 した Ts を式 （4）に それ ぞれ 代入 し ，

TFIx． s を算出 し，　TFiX．s に適合 する 基礎質量 を固

有値解析か ら求める。また こ の 際，ス ウ ェ イ バ

ネは第 2 種 地盤 の 弾性 時の 地盤 特性 か ら算出し

た も の を用い る。以上 の 方法に よ り建物 A の 基

礎質量 は上部構 造 の 総重量 の 約 O．4 倍 とな り，
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こ の 値 を SWI ，　 SW2 お よび SW3 の 基礎質量 と

する こ ととした。

Ts ＝ 瑞 ．s ．ズ 脇 ．R

T
。、，． s

一 厭

表一5　検討に 用い た地盤条件

（3）

（4）

第 1種地盤 性 時 地

m りm3v8m ！shVsm 〆5h

145180149 ．080 ．020112 ．630 ，1置8
170 且80 ！5285002085630 ．193
245180164 ．380 ．02087 ．84O ．201
34518016474002068 ．230233
445L801B9 ．870 ．02079 ．120233
545180 ！96500 ．02074 ．850241
645L8018263 α 02056 ．150 ．256
7451802 夏617002078470 、245
835180237 ．Ol0 ．02091 ．880 ，239
934180249 ！8002099 ．580 ，237
1044180254770 、020100 ．510 ．Z38
n351 ．80259 ．040 ，02010LO50 ．239
1220180262 ．790 、020102 ．470 、239
1336180267580020105690238
143518027L41  ．020108 ．500237
152518027472  、020111 ．39O ．235

180407 ．030 ．020402930020

　 2
　 さ

m3

．005
．OO8
．0010
．0021
．0024
、0027
．0031
．00

盤地一

盡
 

璽

鬻
璽

揚
嬲

N 性

鞠

竺

聖

里
型
塑
塑
塑
踟

璽
m

hO

．0200
，0200
，0200
，0200
．0200
．0200
．0200
．0200
，020

　 地

Vs
　 　 　 h
rn／S62

．36　　0．190
4432 　　0．roo
111．鋸 　　0，194
12Z23　　0．202
187．65　　 0．184
120．58　　0．233
19Z72 　　　0．1％
91．71　　 0．249
SIO　　 O．020

表一6SW モ デル の周期 および
　　　　ス ウ ェ イバ ネの 減衰定数

THX．s （s）

（K”‘弾性

T
田 【＋S （s）

w
＝安全 限界

　  

（安 全 限 界）

SW 置 0．監6 030 021
SW20 蓋9 0．36 0．19
SW30 ．19 0．28 0 ，15

5．2 　模擬地 震動 の 作成

　静岡 県内の第 1 種，第 2 種お よび第 3 種地盤

に よる地震動 の 増幅を想定 し，模擬地震動を以

下 の 手順 によ り作 成 した 。

（1）告示 で 規 定 され た設 計用 応 答 ス ペ ク トル に

　適合す るよ うに模擬地震動を 10波作成す る 。

　作成す る模擬地震動 の 入 力 レ ベ ル は極めて稀

　に生 じる地震動 と し，地域係数は （4）で 考慮す

　 る。ま た ，位相特性 は
一

様乱 数 と し，包絡 関

　数は Jemings型
7）
とす る。

（2）静岡県内 の 第 1種 ，第 2 種（建 物 A の 敷地 内）

　お よび 第 3種地盤を対象に実施 した地質調査

　 の 結果 を基に表層地盤の モ デ ル 化を行 な う。

（3×2）で 作成 した 各表 層地盤 モ デ ル に （D で 作成

　 した模 擬地震 動 10 波をそれ ぞれ入力 し，
一

次

　元波動 伝播解析プ ロ グラ ム SHAKE によ り地

　表面位置に お け る模擬 地 震動 を作成す る。

（4）（3）で 作成 した地 表面位置に お け る模擬 地 震

　動 10波の うち，最大加速度が 10波 の 平均値

　に最 も近 い 地震波 に ，文献 8）に 基づ き地域係

　数 と し て 1．2 を乗 じ，各表層地盤 の 地表面に

　お け る入力 地震 動 とす る 。

　上記 の手順 に よ り作成 した第 1種 ， 第 2 種 お

よび第 3 種地盤 の 地 表面 にお け る模擬 地震 動

（以下 Art1
，
　 An2

，
　 Art3） と

，
日本建 築セ ン タ

ー設 計用 人 工 地震波
9）
に係数 L2 を乗 じ た もの

（以下 BCJ −L2 （x1 ．2）） の 応答 ス ペ ク トル （減

衰 5％）を図一9 に示す 。

1500

伽

　
　
蜘

（
葛）
雌

鮒
貝

　 　 　 　 0I　　　　　　　　　 ID　　　　　　　　　10．0
　 　 　 　 　 　 周期〔sec ）

図
一9　入力地 震波の 応答 ス ペ ク トル

5．3 　解析方法

　入力地震波 Am ，A 宜2，　Art3お よび BCJ −L2 （x

L2）に倍 率α を乗 じて非線形地震応答解析 （α を
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パ ラ メ
ー

タ とす る動的増分応答解析）を行 っ た 。

数値積分法は Newmatk ・β法 （β＝114）と し，積分

時間刻み を 0，001 秒 と し た。減衰は瞬 間剛性比

例型 （h＝3％）とした 。 各 モ デル に入 力す る地震

波 を表一7 に示す 。

　本解析で は部材 の せ ん 断破壊 お よ び 繰 り 返 し

加力に よる耐力低下 を考 慮 して い な い た め ，安

全側 に 評価 す る こ と を主 眼 に，静的漸増載荷解

析 時の メカ ニ ズ ム 形成時程度の 変形 角 1！250 を

終局限界の ク ライ テ リア と した。

　 衷一7　各モ デル に 入力す る地 震波 対応 表

BCJL2 × 1．2ArI1Alt2 　 　　 Art3

FIX ○ Q ○ ○

SWI ○ O 一 一

SW2 ○ 　 O 一

SW3 Q ｝ 　
○

※ こ ・ひ　 る し，　 モ ァ ル に 入

5．4　解析結果

　各モ デ ル の最大層間変形角が 1／250 を初 めて

上 回 っ た時 の α を表一8 に 示す 。 FIX モ デル は

BCJ −L2 （× 12 ）の O．93 倍 に お い て 各層 の 最 大層

問変形角が 11250を上回 っ た もの の ，Artl〜Art3

の L1 倍程度 ま で は 1〆250 を下回 っ た 。ま た ，

SW1 〜SW3 モ デ ル にそれ ぞれ Altl〜Art3 を入

力 した場合，ス ウェ イ バ ネの エ ネル ギー吸収 に

よる応 答 の 低減効果 よ り も，周期が伸 び る こ と

に よ る 応答 の 増幅効果 の 方が大きい た め に ，終

局 限界時の α は FIX モ デル よ りも小 さくな っ た

が，SW1 〜SW3 の い ず れ の 場合 にお い て も，入

力 地震波の 1．0 倍と同等程度 ま で は ， 各 層 の 最

大層間変形 角 は 11250 を下回 る結果 とな っ た 。

表一8　終局限界時の 入 力地震 波の倍率α

BCJL2 （× L2 ） Artl　 　 Art2Ar13

F【X XO ．93 X1 ．12 × 1．64X2 ．68
SW 　1 Xl ．10 × 0，97 一 一

SW2 × LO4 『
× 1．06 『

SW3 × 0．97 一 一
× 2．18

6．まとめ

　静岡県内 の 代表 的 なプ ラ ン を有す る 4 階建 て

壁式 RC 造共 同住宅 で ，静 岡県 の 耐 震判定指標

値（ET＝0．95）を満足 し て い な い 建物 （第 2次 診断

法に よる 1 階の Is＝　O．83（lsET＝870／e ），2 階の Is

；　O．89（ls！ET＝94％））の耐震性 能 につ い て ， 架構

の 破壊 形式等を考慮 し た準 3次診 断お よび地盤

の影響を考慮 した地震応答解析 に よ り，詳細な

検討を行 い ，以 下の 知 見を得た 。

（1）静的漸増載荷解析 の 結果 を参考に ，準 3 次診

断法に よ っ て 耐震性 能 を評価し た結果，Is値は

O．95 程度 と な っ た。そ の 結果 ，準 3次診断 法の

耐震判定指標値 を ET＝0．95 と し た時，検討対象

建 物は概ね ET を満 足 した。よっ て ，ただちに要

補強対 象建 物に 分類す る必要性 は少 な い と考え

られ る 。

（2）静岡県内 の 第 1種 ， 第 2 種 お よ び 第 3 種地盤

を立 地 地 盤 と し て 想定 し ， 入 力 レ ベ ル を極 め て

稀に生 じ る地震動 と し て 作成 した模擬 地震 動 を

入力 波 として，地盤を考慮 した地震 応答解析を

実施 した 結果 ， FIX モ デル は BCJ −L2 （× L2）の

0，93 倍で 最大層間変 形角 がク ライテ リア と し た

値を上 回 っ た 。 そ の 他 の モ デ ル にお い て は ， 入

力地震波 の 1．0 倍 と 同 等程度 ま で は ，各層 の 最

大層 間変形角は ク ラ イ テ リア と した値 を下 回 る

結果 とな っ た 。 ただ し，検討対 象建物は 極め て

短周期の 建物 で あ り，大地震時には ス ウ ェ イ以

外の 相互作用 効果 も考 慮した 検討 に よ り，挙動

を よ り詳細 に 予測す る 必 要が あ る と考 え られ る。
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